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ニュージーランドの酪農家が
歓迎する移民ビザの変更

　ニュージーランドの酪農においては労働力不足の状況が続いており、近年では、外国籍移民による労働力確保の重要
性が一層増している。NZ政府は2024年12月18日、労働力不足を解消するための取り組みとして、認定雇用主就労ビザに
おける移民労働者の最低経験要件を２年に短縮し、一部の移民労働者のビザ期間を５年に延長する変更等を発表した。
酪農家は、農場における労働力不足を緩和するのに役立つとして、このたびの移民ビザの変更を歓迎している。

　ニュージーランド（NZ）の酪農場において海外から
の移民を雇用するためには、酪農家（雇用主）は政府の
定める最新の入国の規則と規制を遵守する必要がある。
一方、酪農場で働きたい外国籍移民は、有効なビザを持っ
ていることが必須で、雇用主は当該ビザの種類、在留
期間、在留規則などを確認することが重要である。しか
し、就労ビザの申請手続きには時間がかかる場合がある
ため、できるだけ早く申請手続きを開始することが必要
であるが、一部の酪農家は、ビザ申請プロセスを支援す
ることを認可された移民アドバイザーを利用している。

１．認定雇用主就労ビザの概要
　認定雇用主就労ビザ（AEWV：Accredited Employer 
Work Visa）は、NZの酪農場で外国籍移民を雇用する
ための主要な経路で、従来のエッセンシャルスキルビザ
パスウェイ（Essential Skills Visa Pathway）に替わる
就労ビザである。
　酪農家が適当なNZ国民を雇用できないために、酪農
場における労働力の不足が生じた場合、AEWVは外国
籍移民の酪農場アシスタント、牛群管理者、牛群管理者
助手、農場管理者などを確保する上で、さまざまな役割
を果たす。また、AEWV取得者のうち牛群管理者以上
の上級職に就いている外国籍移民には、グリーンリスト
を通じて永住への道が開かれている。

　外国籍移民の雇用を希望する酪農家が、AEWV取得
者を雇用するための雇用主認定を受ける手順は以下のと
おりである。

（１）雇用主認定の申請
　就労ビザで外国籍移民を雇用する場合、すでに雇用し
ている場合、雇用主はNZ移民局でビザの申請あるいは
更新するための認定（雇用主認定）を受ける必要がある。

（２）業務内容の説明
　雇用主は酪農場での業務内容を説明するために、全国
の求人情報Webサイトに最低３週間の求人広告を掲載

した上で、その業務に就くことができるNZ国民または
国内居住者がいないことを確認する必要がある。つまり、
外国籍移民を雇用するためには、NZ国内で労働者を募
集する努力を講じたものの、不成功であったことをNZ
移民局に対して証明する必要がある。この求人広告には、
以下のように、求人チェックのためにNZ移民局に送付
する「雇用契約書」と同じ詳細な事項が含まれている必
要がある。
・労働時間数と勤務表。
・提供される報酬（給与や時給など）。
・該当する場合の家賃と宿泊施設の種類の費用。
・役職、業務内容、責任など提供される役割。
・必要な技能と経験。

（３）ジョブチェック
　雇用主である酪農家は外国籍移民に仕事を提供する前
に、NZ移民局を通じてジョブチェックを申請する必要
がある。これは、最初にNZの国内労働市場で雇用しよ
うとしていることを証明するためでもある。とくに、最
も下級職である酪農場アシスタントの役割については、
ジョブチェックの申請を行う際に、業務内容と収入にも
詳しく言及する必要がある。

（４）外国籍移民の雇用
　雇用主は、外国人の応募者が広告した仕事に関して適
切な資格と技能を持っていることを確認する必要があ
る。また、応募者が英語を話し、理解できることを確認
する必要がある。
　一方、外国籍移民は、ビザ申請時に完全な「雇用契約
書」を提出する必要がある。この「雇用契約書」は、雇
用主がジョブチェックのために提出した雇用契約案と同
じで、雇用内容の詳細が記載されている必要がある。ま
た、すべての外国籍従業員は、その仕事に必要な技能と
経験を持っていることを証明する必要がある。最も下級
職の酪農場アシスタントの業務に応募する外国籍移民
は、語学力テストの結果を提出して、英語を話し、理解
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できることを示す必要もある。
　なお、雇用主は認定雇用主になるために行った申請時
の約束を常に果たしていることを示すため、MZ移民局
に正確な情報を報告することが重要で、そうしないと認
定資格を取り消される場合がある。

（５）グリーンリストによる永住への道
　NZ移民局には、新しい外国籍従業員がNZに定住し、
新しい仕事に就き、成功するための優れた支援策（合法
的な移住促進策）がある。その一つがグリーンリスト

（Green List：需要の多い職業リスト）で、これは、労
働力補充が困難な特定の職業において、雇用主が熟練し
た外国人材を雇用するプロセスを簡素化し、資格のある
移民に保証された永住権を提供する。酪農場の牛群管理
者の役職やこれよりも上級の役職はグリーンリストに含
まれる。牛群管理者以上（酪農場アシスタントを除く）
の役職で働く外国籍移民は、NZの酪農場で３年間働い
た後、就労から永住への道を選択できる。なお、永住権
の取得は申請時の年齢が55歳以下の外国人従業員に限定
されている。

２．Dairy NZの対応
（１）従業員調査の結果　～従業員は何を求めているの

か～
　人口動態調査によると、NZ国民の平均年齢は、2048
年までに現在より6.5歳高くなることが見込まれており、
生産年齢人口が減少して、質の高い従業員を見つけるこ
とはますます困難になっていく。生産年齢人口の減少
は、全国の多くの産業分野に影響を及ぼし、人材の獲得
競争が激化している。とくに農村部では、若者が都市生
活に引き寄せられるため、さらに厳しい状況に陥ってい
る。酪農労働力のかなりの部分を占める20歳代から30歳
代の年齢層は、過去10年間で着実に減少している。この
ような状況においてDairy NZは、酪農部門に雇用され
ていない外国籍移民を対象として、酪農部門がより多く
の求職者を引き付ける方法を検討するための調査を実施
した。
　技能の高い人が仕事を探す際には多くの選択肢がある
ため、酪農場は他の職場よりも魅力的に感じられるよう
に最善を尽くす必要がある。酪農家は、従業員確保のた
めに他の酪農場とどのように競争するかを考えることに
慣れているが、生産年齢（15歳～64歳）人口と産業構造
が変化しているため、酪農部門以外の職場とどのように
競争するかについて、より広く考える必要がある。
　人々にはそれぞれ個性があり、かつ仕事に求めるもの
は多様である。しかも、従業員の誰もが自分の技能に対
する公正な評価と適正な報酬、安全な職場環境、優れた
管理者と職場文化を望んでいる。例えば、人々は長時間
働く覚悟はあるが、労働時間ごとに競争力のある賃金の
仕事を選ぶ。また、優れた職場文化は非常に重要で、従
業員は優れた上司とキャリア・アップの機会を求めてい
る。本調査の結果は、このような職場環境と管理体制を

提供できなければ、従業員を安定的に確保することが困
難になることを示唆している。

（２）就労ビザ変更の評価
　Dairy NZの最高経営責任者であるキャンベル・パー
カー（Campbell Parker）氏は、「Dairy NZのデータに
よると、農場の16％が必要な労働力を満たすのに十分な
スタッフを確保していない。私たちの産業はかなりの数
のNZ人を雇用しているが、外国からの移民労働者は労
働力のギャップを埋めている。したがって、移民の経験
要件を３年から２年に短縮することで、移民が十分なス
キルを身に付けながら、雇用可能な労働者の数を増やす
ことができる。また、一部の労働者のビザ期間を５年に
延長することは、酪農家がさまざまな季節に労働力確保
の確実性を高めるのにも役立つ」と述べている。
　さらに、このたび発表されたAEWVの変更には、賃
金の中央値要件の撤廃も含まれている。これに関して、
同氏は次のように述べている。「酪農業界は、労働者の
技能と経験に対して競争力のある賃金を提供することに
取り組んでいる。しかし、私たちは、地元の労働市場が
逼迫していることと、NZと同等の農場経験が海外では
容易に経験できないという二重の課題に直面している。
その結果、海外の労働者の大半はエントリーレベルの酪
農場アシスタントとしてスタートし、酪農場が中央値賃
金の支払いを正当化することが難しくなっている。」
　「重要な問題は、適切な能力を有する人材を見つける
ことである。なぜなら、農業は複雑で、さまざまな技能
が必要だからである。酪農家は、適切な勤務管理表、競
争力のある給与、安全な労働環境など、優れた職場で素
晴らしい業務を提供することで、有能な人々を引き付け
るための役割を果たすことができる。また、外国籍労働
者の価値を過小評価してはならない。彼らとその家族は、
農村コミュニティの活気と繁栄に貢献している」。
　「このたびのAEWVの変更は、賃金を地元のNZ人労
働者に合わせることで、移民雇用のための道を開くのに
役立つ。私たちは、移民制度が堅牢かつ持続可能で、酪
農家にとって有効に機能するように、政府と引き続き協
議していく。」
　なお、Dairy NZは、NZ国外生まれの移民の労働力に
依存する構造が続く中、移民への過度の依存にはリスク
が伴うとして、「労働力市場のすべての需給ギャップを
埋めるため、それに必要なレベルの移民を許可するとい
う社会的承認が得られる可能性は低い。また、NZ政府
の移民政策は経済の変化に応じて柔軟になることも認識
しなければならない。失業率が上昇すると、通常、移民
政策が厳格化され、就労ビザで外国人労働者を受け入れ
ることがはるかに困難になる。したがって、雇用需要を
満たすために、外国籍移民に完全に依存することは危険
な選択である。多様な人材を引き付けるように経営モデ
ルを設計することで、そのリスクを軽減すべきである。」
と注意喚起している。


